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オーストラリア金融政策（2021年2月）
量的緩和は現行ペースでの延長を決定、経済見通しは上方修正

1/1

2021年2月2日

当面は週50億豪ドルペースでの量的緩和を継続
RBA（オーストラリア準備銀行）は2月2日（現地）、市場予想通り政策金利と3年国債利回りの誘導目

標を据え置く一方、量的緩和の購入枠を1,000億豪ドル拡大し、当初の期限を迎える今年4月半ば以降も現
行の週50億豪ドルペースで国債・準政府債を購入すると発表しました。量的緩和については、購入ペース
を縮小させると見込んでいた市場参加者がおり、また発表のタイミングは3月もしくは4月と思われていた
ため、ややサプライズでした。発表を受けて、長期金利は低下し、豪ドル円は小幅に下落しました。

なお、足元の想定を上回る景気回復などを受け、経済見通しは上方修正されました。例えば、実質GDP
が2019年10-12月期（新型コロナウイルス問題が発生する直前）の水準を上回る時期は、これまでの
2022年前半から2021年半ばに前倒しされました。また、失業率は、これまでの2022年末に6％まで低下
するとの見通しから、2021年末に6％、2022年末に5.5％まで低下するとの見通しに修正されました。一
方、インフレ率については、2022年でも前年比+1.5％までしか加速しない見通しのままであり、RBAが
利上げの条件としている「実際のインフレ率が目標の2～3％内で持続的に推移する」状況には遠く及びま
せん。また、この条件は「早くても2024年までは満たされない」とも付言されました。

上述の通り、量的緩和の方針が示され、また利上げ時期も相当先であることから、目先はRBAの金融政
策が市場に与える影響は小さくなると考えられます。短期的には、長期金利は米国に連動し、豪ドル円は
方向感に欠ける展開を想定しています。ただし、向こう半年から1年程度を見通せば、量的緩和の縮小や
終了が視野に入ってくることなどから、長期金利や豪ドル円は緩やかに上昇すると予想します。

RBAによる国債・準政府債の購入額（累積） 求人広告件数と失業率
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（出所）RBAより大和アセットマネジメント作成

（2020年3月20日～2021年2月1日）（億豪ドル）

※YCC：イールドカーブ・コントロール

（出所）オーストラリア統計局、ブルームバーグ

※失業率は2020年12月まで

（2006年1月～2021年1月）（万人） （％）
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